
集団的自衛権の行使等を可能とする閣議決定に抗議し撤回を求める会長声明 

 

 本年７月１日、安倍内閣は、多くの国民の反対を押し切って、国会における

議論も、国民的議論も尽くさないまま、従来の政府の憲法解釈を変更し、集団

的自衛権の行使等を可能とする閣議決定を強行しました。 

 集団的自衛権は、わが国が直接攻撃されていないのにもかかわらず、他国の

ために武力を行使するもので、その行使は憲法第９条によって禁じられていま

す。この憲法解釈は、これまでの政府答弁（１９８１年５月２９日政府答弁書

等）や国会決議（１９５４年６月２日参議院本会議決議）等の積み重ねによっ

て確立しています。 

 日本弁護士連合会と当会をふくむ全国の弁護士会が一致して指摘するとおり、

このたびの閣議決定は、それ自体が憲法第９条に反し、また、憲法によって政

治権力の濫用を抑制する立憲主義に反するものです。  

 このたびの閣議決定は、「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸

福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合」に「必要最小限度の

実力を行使する」としています。しかし、これらの文言は極めて曖昧で、時々

の政府の判断により都合良く解釈して運用されかねず、歯止めにはなり得ませ

ん。 

 さらに、閣議決定について政府が説明用に作成した想定問答集においては、

集団安全保障に基づく武力行使への参加に道を開く回答がなされています。集

団安全保障は、国連が侵略国などへの制裁として多国間の枠組みで対応する措

置ですが、その措置の中には武力行使も想定されています。そのような事柄を、

国民的議論がほとんどなされていないなかで準備をすることは、立憲主義の破

壊、民主主義の破壊に等しく、到底許すことはできません。 

 このたびの閣議決定はまた、「わが国を取り巻く安全保障環境は根本的に変容」

し、「アジア太平洋地域において問題や緊張が生み出さ」れていることをも集団

的自衛権の根拠としています。仮にそうだとしても、そのような「問題」を解

決し、「緊張」を緩和するよう、外交努力を強化することこそ政府の責務のはず

です。 

 当会は、これまで、韓国の釜山地方弁護士会、中国の大連市律師協会等と親

善交流を深め、相互の信頼関係を築いてきました。このような草の根の交流の

蓄積を踏まえて、今後より一層、平和外交を進めることが平和国家として歩む

べき道だと、確信するところです。 

 憲法違反の閣議決定に引き続く自衛隊法等の法改正も、憲法に違反するもの

として許されるものではありません。 

 当会は、集団的自衛権の行使等を可能とする閣議決定に対して強く抗議し、

その撤回を求め、今後予定される関係法の改正等に断固として反対するもので

す。 
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